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研究成果の概要（和文）：2011年3月11日の東日本大震災につづいて生じた原子力発電所の深刻な事故は、戦
後、日本政治が長く取り組んできた原子力政策を頓挫させる、歴史的にきわめて重大な事件だった。この事件に
つながった原子力政策の歴史を解明することが、われわれの研究課題であった。
原子力政策が保守派および革新派の合同プロジェクトとして、暗黙の合意を得てはじまったこと、またそれにも
とづいて55年体制が形成されたことが、明らかにされた。すなわち、日本の戦後政治において、原子力政策は、
たんなる電源開発にとどまらない、きわめて重大な政治的意義をもっていたことが解明されたのである。

研究成果の概要（英文）：A serious accident at the nuclear power plant that occurred following the 
2011 Tohoku earthquake and tsunami on March 11, 2011 was a historically crucial incident that 
frustrate the long-standing nuclear policy of the Japanese politics after world war II. It was our 
research subject to elucidate the history of nuclear power policy that led to this incident.
We revealed that the nuclear power policy began with an implicit consensus as a conservative and 
progressive joint project, and based on it, 1955 System was formed. That is, in Japan's postwar 
politics, it was clarified that nuclear power policy had a very serious significance beyond just 
power development.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 研究開始当初の背景について、(1)当時の社
会的状況、(2)研究者の課題遂行能力と達成の
見込み、(3)課題についての研究史の三つに分
けて説明する。 
 
(1) 2011年3月11日の東日本大震災および、
それにひきつづいて生じた福島第一原子力
発電所の深刻な爆発事故により、にわかに戦
後日本の原子力政策のプロセス全体に注目
があつまるなか、近現代史家の立場から、こ
の課題についての社会的応答が要請されて
いると考えられた。また、こうした研究は、
日本に生きる近現代史家の重大な責務であ
るという認識もあった。 
 
(2) そのうえで、代表者をふくめ、過去に原
子力政策ないしその反対運動にかかわる研
究を行ってきた研究者や、立地的に関心を抱
かざるを得ない立場にある研究者のネット
ワークを早急に構築し、共同研究に取り組む
強力な環境を作り出せる見込みがあったこ
とが、研究開始の後押しとなった。 
 
(3) 戦後の原子力開発の歴史を政治史の中心
的主題としてとりあつかった先行研究は管
見の限り存在しなかった。なぜなら、原子力
開発は、可視化された党派対立の俎上に上せ
られながら進められたのではなく、諸政党政
治の「黙契」を前提に進められてきたからで
ある。だから、これまでほとんど政治史上の
主題として取り上げられることがなく、「安
全神話」のベールに包まれてきたのである。
したがって、党派を超えた、この「黙契」の
存在こそ、たんに原子力の技術的な開発史に
とどまらない、政治史上の重要な問題である
と考えられた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、原子力開発史の分析を通じて、
戦後政治史の抜本的な再検討を行うことを、
最終的な目標としている。その目標を見据え
つつ、次の三つの課題を課した。 
 
(1) 上記の「黙契」と原発「安全神話」の実相
を明らかにし、それが戦後科学技術体制お
よび戦後政治体制に及ぼした影響を追究す
る。 
 
(2) 現存するすべての原発の建設時(もしく
はその後 )におきた反対運動を取り上げ、そ
れが封じ込められていくプロセスを、地域社
会の変容も視野に入れながら、明らかにする。 
 
(3) アメリカの核管理と日米原子力協定の関
係、日本の原子力開発とアメリカの国家安全
保障政策との関係を追究し、日本の原子力開
発のおかれた国際的条件を解明する。  
 
以上である。 

 
３．研究の方法 
 研究目的の達成のため、大きく三つの分野
に分けて、調査・研究を推進した。 
(1). 国内政治・経済過程と原発「安全神話」
の形成の相関を考える分野。 
(2) 全国 54 基の原発の建設に際してそれぞ
れ惹起された反対運動と、その押さえ込みに
伴い必然化された地域秩序の改変に関わる
分野。 
(3) 原子力開発を巡ってダイナミックに変
動する日米関係(国際秩序)に関わる分野。 
 本研究は、研究代表者、研究分担者、そし
て主として原発立地地域を足場に研究する
連携研究者の計 17 名で遂行され、それぞれ
の専門分野に見合った上記三分野の対象に
ついて知見を深めつつ、相互の情報共有と発
展、そして成果の一般への公表のため、毎回
独自のテーマを定めて、奈良女子大学、京都
大学、立命館大学、さらには福島大学などで
シンポジウムを随時開催した。 
 また、原発立地地域での住民運動関係者、
原発事故被災地域の自治体の首長などに対
する聞き取り調査をおこない、研究の進展を
図った。 
 
４．研究成果 
 本研究の明らかにした点は多岐にわたる
が、大きくみれば、研究目的および研究方法
に即して三つの論点をあげることができる。 
  
(1) 55 年体制の成立と原子力開発 
 1955 年の左右社会党の統一と保守合同に
よる自由民主党の誕生、いわゆる 55 年体制
という保革二大政党制の成立の背景には、あ
きらかに「原子力の平和利用」の推進という、
保守、革新の暗黙の合意があった。反対にい
えば、もしそれがなければ 55 年体制は成立
していなかったとさえいえる（住友陽文「原
子力開発と五五年体制−国家構造改革論とし
ての原子力開発構想−」小路田泰直他編『核
の世紀−日本原子力開発史−』東京堂出版、
2016 年）。 
 住友によれば、原子力の平和利用と国家管
理の論理をもつ強力な社会主義政党なしに
は、原子力開発は推進しえなかったし、両院
の超党派議員で構成される原子力合同委員
会の議論のベースは社会党議員によって形
成されたものである（ただし、いったん国家
主導の原子力開発の枠組みができあがれば、
今度は原発反対運動に規制されて、社会党は
反原発政党に変貌していく）。その意味では、
原子力開発は、国民が保守・革新の二択から
選ぶ「民主主義の想定領域」の圏外でつくら
れていたのである。 
 
(2) 電源三法の成立と原子力開発 
 1962 年 4月の原子力委員会による「原子力
発電所の立地に関する統一見解」において、
「原子力発電を推進するにあたっては地域



開発の観点もあわせて考慮する」（『原子力白
書』昭和 37 年版）となっていた。だが、本
来、原発はプラントを中心とした装置産業で
ある。そのため、地域の反対を押し切ってそ
こに発電所を作ったとしても、それで地域経
済が循環し、効果が発生するわけではない。 
 そこで田中角栄内閣によって用意された
のが、発電用施設周辺地域整備法案、電源開
発促進法、そして電源開発促進対策特別会計
法の三法、いわゆる「電源三法」である。1973
年の第一次オイルショック後に政府が実施
したアンケート（「国民の原子力発電に関す
る意識」）において、今後の望ましい電源開
発方式として、原子力発電が 48.4％でトップ
となる一方で、「自分の居住地に原発が建設
される場合には反対する」と回答した者がや
はりトップの 49％を占めるという国民意識
のもと、「東京に造れないものを造る。造っ
てどんどん電気を送る。そして、どんどん東
京から金を送らせる」（『アサヒグラフ』1988
年 6月）という田中角栄の発言にみられるよ
うに、経済の活性化を生まない金の投下とひ
きかえに、原発を地方に建設するという構図
が生み出されていったのである（岡田知弘
「世界一の原発サイトはいかにつくられた
か−社会経済史的な観点から−」『史創』第 3
号、2013 年、同「原発立地地域の形成過程と
地域−電源三法体制成立前後−」前掲『核の世
紀』所収）。 
 
(3) 原子力開発における米国の存在 
 日本の原子力政策におけるアメリカの存
在の重要性は、古くから指摘されている。し
かし、その多くは、1953 年のアイゼンハワー
米国大統領による「アトムズ・フォー・ピー
ス」講演にはじまる、核の国際共同管理構想
以降の動きに注目するものである。 
 しかし、本研究は戦前、とりわけ 1930 年
代に着目した。すなわち、アメリカの TVA（テ
ネシー河流域開発計画）方式推進に関わる人
物と日本の満州開発関係官僚の人的関連で
ある。じつは満州の開発にあたって、1933 年
以来、TVA 方式は日本によく知られた参照項
だった。たとえばアメリカのバーナード・バ
ルークと、満州開発の中心人物のひとりであ
る鮎川義介とが「相識る仲」にあるなど、鮎
川や吉田茂をはじめとする満州開発関係者
とアメリカ要人との人的・知的交流の成果が、
電源開発において決定的な意味を持つ、戦後
のリリエンソール・鮎川交渉につながってい
くのである。TVA 方式はその後アメリカにお
いて原子力発電推進の母体となるが、それは
日本においても同様だった（村上麻佑子「日
本における TVA と原子力」前掲『核の世紀』
所収）。すなわち、日本版 TVA である只見川
電源開発こそ、世界最大の原発サイトである
柏崎刈羽原発の開発へとつながる重要な布
石になるのである（八ヶ代美佳「只見川電源
開発から柏崎刈羽原発へ」前掲『核の世紀』
所収）。 
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